Über die Volksabstimmungen in den Jahren 2011 und 2012 auf Bundesebene in der Schweiz by 奥田 喜道






　2011 年と 2012 年にスイス連邦共和国で行われた連邦レベルでの投票の概要と結果を網羅的に示
し、スイスの民主主義の最重要部門である国民の権利とその憲法上の問題を検討する。具体的には
2011 年 2 月 13 日の投票を 1（1 － 1　銃規制国民発案）で、2012 年 3 月 11 日の投票を 2（2 － 1　
別荘建設総量規制国民発案、2 － 2　住宅貯蓄預金と環境住宅設備投資への税制優遇国民発案、2
－ 3　6 週間の長期有給休暇国民発案、2 － 4　公益目的で行われる賭博事業への規制連邦決議（対
抗案）、2 － 5　書籍再販売価格維持法国民投票）、2012 年 6 月 17 日の投票を 3（3 － 1　住宅貯蓄
預金国民発案、3 － 2　条約国民投票の拡張国民発案、3 － 3　疾病保険法の改正国民投票）で、
2012 年 9 月 23 日の投票を 4（4 － 1　受動喫煙防止国民発案、4 － 2　年金受給者の住宅関連での
税制上の優遇措置を問う国民発案、4 － 3　若年者音楽教育奨励・促進連邦決議（対抗案））で、
2012 年 11 月 25 日の投票を 5（5 － 1　動物伝染病法改正国民投票）で合計 13 件の案件について概
要と結果をしめし、まとめておわりに検討した。
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2011 年と 2012 年に実施されたスイスの
連邦レベルの国民投票について
Über die Volksabstimmungen in den Jahren 2011 und 2012 





重要視され、実際に頻繁に用いられている。連邦レベルだけをみても、例年 4 回⑴（2 月あるいは
3 月、5 月あるいは 6 月、9 月あるいは 10 月、11 月）、案件も合計では多いときには 20 件以上になる。
その案件の内容も、連邦憲法の内容の詳細さと、任意的国民投票である法律（改正）国民投票の
対象となりうる法律や連邦決議がほとんどすべての法律や連邦決議であるため、様々な案件が国
民投票に付されることになる。2011 年に 1 件と 2012 年に 12 件、合計で 13 件の案件について投
票が行われた。




1　2011 年 2月 13日の投票⑵
　2011 年⑶2 月 13 日には 1 件の投票が行われている。それは、（1 － 1）2010 年 10 月 1 日の国民
発案「武力からの保護」についての連邦決議（Bundesbeschluss über die Volksinitiative «Für den 
Schutz vor Waffengewalt» vom 1. Oktober 2010）である。
1 － 1　2010 年 10月 1日の国民発案「武力からの保護」についての連邦決議
　この国民発案は政党では社会民主党、緑の党など、団体では「軍隊のないスイス die Gruppe 





⑴　2013 年 5 月 8 日時点で、2032 年までの国民投票実施の日程がすでに連邦官房から発表されている。事
情により時期が多少ずれたり、連邦議会選挙を優先させて連邦レベルの国民投票が行われなかったりする
ことはあるが、おおむねこの日程で行われるとみてよい。個別の国民投票の実際の日程については通常、
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ラントシャフトの 6 邦は 1 議席ずつ、他の 20 邦は 2 議席ずつ配分される。ほとんどの邦で連記制大選挙
区多数代表制選挙で議員が選ばれるため一回目の投票で議員が選出されるとは限らない）とそれにつづく
全邦院議員選挙の 2 回投票（相対多数代表制選挙）、12 月の連邦議会による連邦参事会閣僚選挙は、スイ
ス国民党の勢いの沈静化、社会民主党の国民院での持ち直しと全邦院での伸張、新しい中道政党（市民自
由党と緑自由党）の躍進、連邦参事会閣僚選挙に見られた新たな形の「魔法の公式（Zauberformel）」（と







参事会に閣僚を持つことになったが、社会民主党 2、自由民主党 2、キリスト教民主国民党 1、市民民主























　これに対し連邦参事会⑹と連邦議会は、否決（国民院は否決 119、承認 69、保留 4、全邦院は否決




　結果は有権者の承認票 43.7 パーセント（1083161 票）、否決票 56.3 パーセント（1395806 票）、承










ジュラ、バーゼル・シュタット（2 分の 1 として数える）、チューリヒである。こうした案件で比較的革
新色がつよいバーゼル・シュタットはともかく、カントン・チューリヒが承認に回るのは異例である。
⑼　http://www.swissvotes.ch/db/votes/view/571/list
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2　2012 年 3月 11日の投票⑽
　2012 年 3 月 11 日にはあわせて 5 件の投票が行われている。それは、（2 － 1）別荘建設総量規
制を求める国民発案（Volksinitiative «Schluss mit uferlosem Bau von Zweitwohnungen!»）、（2 － 2）住
宅貯蓄預金と環境に配慮した設備投資に対し税制上の優遇措置を求める国民発案（«Bauspar-Ini-
tiative»）、（2 － 3）すべての者に 6 週間の長期休暇を求める国民発案（Volksinitiative «6 Wochen 
Ferien für alle»）、（2 － 4）公益目的の賭博事業の規制についての連邦決議（Bundesbeschluss über 
die Regelung der Geldspiele zugunsten gemeinnütziger Zwecke）、（2 － 5）書籍再販売価格維持法の 5
件である。
















⑾　ffw は 1975 年にフランツ・ヴェーバー氏が動物と自然保護ために設立した世界規模で活動する環境保
護団体で、ヘルベティア・ノストラはその関連団体（設立者は同じくヴェーバー氏）で、スイスでの活動
に専念し、環境団体訴訟を提起する資格を有している組織である。http://www.ffw.ch/（以下引用するウェ
ブサイトのアドレスは 2013 年 1 月 8 日時点のもの）
⑿　Volksabstimmung vom 11. März 2012 Erläuterungen des Bundesrates (Erläuterungen vom 11.März 






　これに対し、連邦参事会と連邦議会（国民院は否決 129、承認 61、保留 3、全邦院は否決 29、承認、
保留 3 となっていた）は否決を勧告し、主要政党でも承認を勧告したのは社会民主党と緑の党だけ
であった。
　結果は有権者の承認票 50.6 パーセント（1151967 票）、否決票 49.4 パーセント（1123522 票）、承
認邦 12 と 3/2⒀、否決邦 8 と 3/2 で（投票参加率⒁44.5 パーセント）承認され⒂、連邦憲法改正とそ
れに付随する法令改正が行われることになった。
2 － 2　2008 年 9月 29 日の連邦国民発案「自己使用の住居不動産の取得と建設上
　　　　のエネルギー節約と環境保護措置の財政補助のために税制上の優遇措置を行
　　　　う住宅貯蓄預金に賛成」
　この国民発案は 2 － 1 で扱った国民発案とは逆に、税制上の優遇措置を執ることによって、住
宅の購入を促進し、持ち家率を高め、住宅建設を促進し、同時に環境適合的な住宅設備投資を促
進して、保守派が理想とする住宅政策と産業振興政策の両方を実現しようとするものである。国
民発案委員会⒃はスイス住宅貯蓄預金促進協会（Schweizerische Gesellschaft zur Förderung des Baus-

























２項　カントンは 3 項 a による目的のために 1 年あたり 15000 フランまでおよび 3 項 b によ










































　結果は有権者の承認票 44.2 パーセント（979942 票）、否決票 55.8 パーセント（1237728 票）、承認
邦 4 と 1/2、否決邦 16 と 5/2 で否決された⒄（投票参加率 43.4 パーセント）。
2 － 3　2011 年 6月 17日の国民発案「すべての人々に 6週間の長期休暇を」
　　　　についての連邦決議
　この国民発案は労働組合連合のトラヴァイユ・スイス⒅（Travail. Suisse）が国民発案委員会に
なったものである。それは次のような連邦 110 条 4 項を新設し、すべての勤労者に年間最短 6 週
間の有給長期休暇を認めるようにすることを求めてなされた国民発案である。
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邦 0、否決邦 20 と 6/2 で否決された（投票参加率 45.1 パーセント）。
























⒇　連邦憲法 139 条 5 項に規定されているもので、完成された草案として提出された国民発案に対して連邦
議会が否決を勧告する場合に、連邦議会が提出することができる発案のことを指している。
21　106 条はもともと（公認）賭博に関する規定である。












　結果は、有権者の承認票 87 パーセント（1914850 票）、否決票 13 パーセント（285008 票）、承認
邦 20 と 6/2、否決邦 0 で承認された（投票参加率 43.1 パーセント）。

















23　国民院では承認 140、否決 3、全邦院では承認 34、否決 0 と圧倒的多数で承認が勧告された。
24　Erläuterungen vom 11. März 2012, S.40ff.
25　フランス語圏では 1990 年代初頭から価格は自由化されており、イタリア語圏ではそもそも再販制自体
が存在していなかった。Erläuterungen vom 11. März 2012, S.41.
26　連邦憲法 4 条にこの 4 つの言語が国語と規定されている。
27　同じ内容で別々の言語で書かれた書籍は、それぞれドイツとフランスとイタリアで価格が異なっている
場合があり得るからである。
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を勧告、市民自由党、自由民主党、スイス国民党、緑自由党が否決を勧告していた。
　結果は有権者の承認票 43.9 パーセント（966576 票）、否決票 56.1 パーセント（1233869 票）、で否
決された30（投票参加率 43.1 パーセント31）。そのため新法は発効せず、廃案になり、全スイス的な
再販制の導入は実現しなかった。
3　2012 年 6月 17日の投票32
　2012年6月17日にはあわせて3件の投票が行われている。それは（3－1）「住宅貯蓄預金によっ
て自分の家を」国民発案（«Eigene vier Wände dank Bausparen» Volksinitiative）、（3 － 2）「外交政策
における国民の権利の強化に賛成（条約を国民の前に！）」国民発案（«Für die Stärkung der Volksre-
chte in der Aussenpolitik （Staatsverträge vors Volk!）» Volksinitiative）、（3 － 3）疾病保険に関する連邦
法律（KVG）の改正（Änderung des Bundesgesetzes über die Krankenversicherung （KVG）（Managed 
Care））の 3 件であった。
3 － 1　「住宅貯蓄預金によって自分の家を」国民発案
　この国民発案は、2012 年 3 月 11 日の投票で否決されたテーマである住宅貯蓄預金による税制
上の優遇策によって個人の住宅の取得を促進しようとする国民発案である。国民発案委員会はス
イス住宅貯蓄預金促進協会（Schweizerische Gesellschaft zur Förderung des Bausprarens, SGFB33）で
ある。1 年あたりの控除額を 10000 フラン（家計が同一の夫妻の場合はその 2 倍の 20000 フラン）にし、
3 月 11 日の国民発案（1 年あたりの控除額は 15000 フランであった）より縮減し、公平性を高め、有
権者の支持を得ようとしていた。条文は次のようなものであった。
───────────────────































　結果は有権者の承認票 31.1 パーセント（600807 票）、否決票 68.9 パーセント（1331860 票）、承認




ための活動　AUNS」（Aktion für unabhängige und neutrale Schweiz, AUNS35）である。条文は次の
───────────────────
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ようなものであった。










　結果は有権者の承認票 24.8 パーセント（480514 票）、否決票 75.2 パーセント（1460742 票）、承認
邦 0、否決邦 20 と 6/2（投票参加率 37.8 パーセント）で否決された。
3 － 3　疾病保険に関する連邦法律（KVG）の改正（Managed Care）






















　結果は有権者の承認票 24 パーセント（466996 票）、否決票 76 パーセント（1480889 票）（投票参
加率 38 パーセント）で否決された。
4　2012 年 9月 23日の投票42
　2012 年 9 月 23 日にはあわせて 3 件の投票が行われている。それは（4 － 1）「受動喫煙からの
保護」国民発案（«Schutz vor Passivrauchen» Volksinitiative）、（4 － 2）連邦国民発案「高齢者に安
定した住まいを」（«Sicheres Wohnen im Alter» Volksinitiative）、（4 － 3）若年者の音楽［教育］奨励
についての連邦決議（国民発案「若者＋音楽」への対抗案）（Bundesbeschluss über die Jugendmusikför-




2010 年 5 月に施行された連邦受動喫煙防止法によって改善・拡張された非喫煙環境をさらに拡
張し、連邦憲法上に明記することによってより改善させようとするものであった。条文は次のよ
───────────────────






























否決邦 19 と 6/2（投票参加率 42.3 パーセント）で否決された。
4 － 2　連邦国民発案「高齢者に安定した住まいを」



























　結果は有権者の承認票 47.4 パーセント（1013871 票）、否決票 52.6 パーセント（1125355 票）、承


















尊重する形で対抗案が作成された。Erläuterungen vom 17. Juni 2012, S.5.












　結果は有権者の承認票 72.7 パーセント（1551918 票）、否決票 27.3 パーセント（583327 票）、承認
邦 20 と 6/2（投票参加率 41.5 パーセント）で承認された。
5　2012 年 11月 25日の投票48
　2012 年 11 月 25 には 1 件49の投票が行われている。それは（5 － 1）動物伝染病法（TSG）2012
年 3 月 16 日改正（Tierseuchengesetz （TSG） Änderung vom 16. März 2012）である。
5 － 1　動物伝染病法（TSG）2012 年 3月 16日改正
　この国民投票はグローバル化や気候変動の結果、新たな危険性を増している動物伝染病をより





























　結果は有権者の承認票 68.3 パーセント（946200 票）、否決票 31.7 パーセント（439589 票）、（連邦
法改正に関わる任意的国民投票なので連邦法改正の承認・可決要件とはされていないが）承認邦 19 と
5/2、否決邦 1 と 1/2（投票参加率 26.9 パーセント）で承認された。
おわりに
　2011 年と 2012 年に行われた連邦レベルの 13 件の国民投票は、軍事・武器規制・平和主義に
かかわるものが 1 件（1 － 1）、都市計画・環境にかかわるものが 1 件（2 － 1）、住宅政策と関連
させた租税法上の優遇措置にかかわるものが 3 件（2 － 2、3 － 1、4 － 2）、労働政策にかかわるも
のが 1 件（2 － 3）、文化政策・社会政策の主として財政問題にかかわるものが（2 － 4、2 － 5、4
－ 3）3 件、健康・公衆衛生にかかわるものが 3 件（3 － 3、4 － 1、5 － 1）、国民の権利（半直接民
主主義）のあり方にかかわるもの 1 件に分類でき、そのうち都市計画・環境にかかわるもの 1 件（2
－ 1）および文化政策・社会政策にかかわるもの 2 件（2 － 4、4 － 3）、健康・公衆衛生にかかわ
るもの 1 件（5 － 1）が承認・可決されている。問題はその承認されたものの内容である。承認さ
───────────────────
50　http://tsg-referendum.ch/komitee
51　Erläuterungen vom 25. November 2012 S. 6f.
52　勧告についての連邦議会の議決に際して多くのスイス国民党会派所属の議員は保留や反対ではなく欠席
して議決に加わっていない。
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れた 4 つの案件を子細にみていくと、有権者に直接の新たな負担はないが、該当する分野におい






れ形式的に選択の自由を制約するように見える場合（これは 2 － 2、3 － 1、4 － 2 などでみられた一
部の者だけが不合理に優遇されるような場合には、むしろスイスの有権者がいとなむ民主主義の利点・長所
でもあるのだが）、自由競争に反する一部の者だけに認められる特権とも考えらえる場合、拒否反















　しかし、2011 年 10 月 23 日（全邦院議員選挙については邦によってはそれから半年近くまでの期間に
わたって 2 回選挙が実施されていたが）に行われた連邦議会選挙を一つのきっかけにしてか、変化の
兆しも見られる。たとえば 1 － 1 の銃規制国民発案は否決されたとはいえ、この領域の国民投票
としては異例の承認票を集めたし、2 － 1 の別荘建設総量規制国民発案はこの種の領域では珍し
く承認されている。また 5 － 1 の動物伝染病法改正国民投票は、かつてであれば畜産事業者の財
産権を侵害するような、あるいは国際協力によってスイスの主権を外国に売り渡すようなもので
あるとして（実際にそうした宣伝が国民投票委員会を中心になされていた）、否決されていたであろう
が、スイス全体の福祉を冷静に考えられる有権者が増えてきたために承認されていると考えられ
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る。保守派に向けて飛び抜けた主張を繰り返しているスイス国民党の（そしてスイス国民党の主流
派かつ急進派にみられるような不寛容な、排外主義的、差別的、人権軽視的政策の）連邦政治における影
響力が 2011 年の連邦議会選挙を通して落ち着いて、むしろ退潮していることが影響していよう。
スイスの立憲主義における「西欧化」あるいは「欧州化」の一つの表れでもあると考えられる。
その変化が短期的なものなのか、それとも長期的で恒常的なスイスの立憲主義にとってものぞま
しいものなのか、2013 年以降の国民投票の動向を注意深く観察し続ける必要があろう。
